
狛江市用途地域等に関する指定方針及び指定基準の変更（案）について

■概要

狛江市用途地域等に関する指定方針及び指定基準の変更（案）について、各課への意見照会と東京都協議を経て、令和

５年12月 26日開催の第３回狛江市都市計画審議会へ諮問し、この度、「原案どおり了承」との答申があったことから、

狛江市用途地域等に関する指定方針及び指定基準の変更をいたします。

■経緯

平成14年７月 東京都が用途地域等に関する指定方針及び指定基準を策定

平成24年４月 用途地域等の決定権限が東京都から狛江市に移譲

平成24年４月 狛江市都市計画マスタープラン改定

平成25年４月 狛江市が用途地域等に関する指定方針及び指定基準を策定

平成30年 4年 都市計画法の改正（田園住居地域の創設）

令和元年10月 東京都が用途地域等に関する指定方針及び指定基準を改定

令和４年12月 狛江市都市計画マスタープラン・立地適正化計画を策定

令和５年度～ 狛江市用途地域等に関する指定方針及び指定基準の変更（案）の検討開始

令和５年７月31日 第１回狛江市都市計画審議会へ変更（案）を報告

令和５年10月 10日 庁議で変更（案）を報告

令和５年10月 1２日 各課意見照会

～10月 31日

令和５年11月 24日 東京都協議

～12月５日

令和５年12月 26日 第３回狛江市都市計画審議会へ変更（案）を諮問

⇒「原案どおり了承」との答申

令和６年１月 16 日

庁 議 資 料
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■変更内容

変更内容 変更後（新） 変更前（旧）

都市計画マスタープラン 令和４年12月策定の内容を記載 平成24年４月改定の内容を記載

用途地域の指定方針

令和４年12月策定の都市計画マスタープランで

定めた土地利用方針を進めるために、各地区の用

途地域の指定方針を記載

平成 24年４月策定の都市計画マスタープランで定

めた土地利用方針を進めるために、各地区の用途地

域の指定方針を記載

防災環境形成エリアの

用途地域の指定基準

令和４年12月策定の都市計画マスタープランで定

めた防災環境形成エリアにおいて、今後、高床化等

の地区計画を策定できるように、高度地区の指定基

準を緩和

なし

新たな防火規制区域の指定等
今後、新たな防火規制区域の指定等の検討をするた

めに、指定方針を記載
なし

田園住居地域
平成 30 年 4 年に創設された田園住居地域につい

て、指定基準等を記載
なし
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用途地域等に関する指定方針

及び指定基準（案）

令和 年 月

狛江市
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はじめに

狛江市用途地域等に関する指定方針及び指定基準は、平成 24 年４月の都市計画法の

一部改正により、用途地域等に関する都市計画決定の権限が東京都から市に移譲された

ことに伴い、平成 25 年４月に策定を行った。

その後、東京都においては、2040 年代に目指すべき都市の姿とその実現に向けた、

都市づくりの基本的な方針と具体的な方策を示す「都市づくりのグランドデザイン」が

平成 29 年 9月に策定され、平成 31 年２月には「東京における土地利用に関する基本方

針（都市づくりのグランドデザインを踏まえた土地利用のあり方について）」について

東京都都市計画審議会から答申を受けている。これらの理由のほか、国においても田園

住居地域が創設されたこと等を踏まえ、令和元年 10 月に、東京都において用途地域等

に関する指定方針及び指定基準が改定されている。

狛江市おいて、社会情勢の変化や、本市の現状及び課題に対応するため、令和２年３

月に「狛江市第４次基本構想・前期基本計画」を策定した。また、ここに掲げた将来像

「ともに創る 文化育むまち ～水と緑の狛江～」の実現に向け、令和４年 12 月には都

市計画マスタープランを改定するとともに、立地適正化計画を策定している。都市計画

マスタープランにおいては、まちづくりの目標として以下の５つを掲げている。

① コンパクトで機能的な生活しやすいまち

② 住みたい・住み続けたい誰からも選ばれる魅力的なまち

③ 自然環境と都市景観を保全する水と緑の空間がつながるまち

④ 安心と安全を感じられるまち

⑤ ともに創り未来へつながる市民参加・市民協働のまち

今回、令和４年 12 月の都市計画マスタープランの改定及び立地適正化計画の策定を

踏まえ、用途地域等に関する指定方針及び指定基準を改定するものである。

今後、市においては、都市計画マスタープラン等で示す都市像の実現に向けた土地利

用を推進するため、本指定方針及び指定基準に基づき、適切に用途地域等の指定等を行

うものとする。
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第１章 土地利用に関する基本的な考え方

１ 狛江市都市計画マスタープラン・立地適正化計画

（１）将来都市構造

将来の都市構造は、本市の将来都市像やまちづくりの目標を達成するために必要

となる都市の骨格構造を示すものであり、「拠点」「軸」「地区・エリア」の要素で

構成している。
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（２）土地利用の方針

本市の土地利用の基本的な方向性として、９つの地区と４つのエリアを設けてい

る。
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第２章 用途地域等に関する指定方針

１ 用途地域に関する指定方針

（１）低層住宅地区

低層住宅地として水、緑及び農が調和した良好な住環境を維持、保全する区域

は、原則として第一種低層住居専用地域に指定する。また、日用品販売店舗の立

地を許容する区域は、第二種低層住居専用地域を指定する。

低層住宅地と農地等の調和を図り、良好な居住環境と営農環境の形成を促進す

る区域においては、田園住居地域を指定することができる。

（２）中高層住宅地区・大規模住宅地区

鉄道駅などの拠点周辺にふさわしい中高層建築物の誘導を図る地区である中

高層住宅地区や、大規模集合住宅が存する大規模住宅地区は、周辺環境との調和

した中高層住宅地としての土地利用を行うため、原則として第一種中高層住居専

用地域に指定する。また、中小規模の店舗や事務所の立地を許容する区域は、第

二種中高層住居専用地域を指定する。

商業地域に接する等、用途が複合する区域は、住環境の保護を図るため、原則

として第一種住居地域に指定する。また大規模な店舗や事務所が複合する区域は、

第二種住居地域に指定する。

（３）中心商業・業務地区

中心拠点として機能的でにぎわいのある多様な都市機能の誘導を図る地区で

ある狛江駅周辺は、原則として近隣商業地域又は商業地域に指定する。

（４）にぎわい商業・業務地区

中心拠点、地域交流拠点、医療防災拠点の周辺において、都市機能の誘導や中

高層の住宅利用等の複合的な利用を図り、にぎわいを創出する地区であるにぎわ

い商業・業務地区においては、周辺の土地利用の状況や隣接する用途地域等相互

の関係をふまえて、第一種中高層住居専用地域、第一種住居地域又は近隣商業地

域を指定する等、適切に土地利用を誘導する。

（５）医療・文教地区

医療防災拠点として、病院や付属大学としての土地利用とともに、周辺環境と

の調和や防災機能の確保を図る地区である医療・文教地区は、原則として第一種

中高層住居専用地域に指定する。

（６）沿道利用地区

都市計画道路や主要幹線道路等を主とした沿道利用地区については、後背地の

土地利用との調和を図りながら、沿道のにぎわいをいかした土地利用を図るため、

周辺の土地利用の状況や隣接する用途地域等相互の関係をふまえて、第一種中高

層住居専用地域、第一種住居地域又は近隣商業地域を指定する等、適切に土地利

用を誘導する。

（７）住環境調和推進地区

市内産業の育成と都市型工業の保持を図る区域は、住宅と調和した複合市街地

を目指し、周辺の住環境との調和に配慮しながら、原則として準工業地域に指定

する。

（８）公共・公益・交流地区

市民にとって必要な体育施設等の公共公益施設の誘導を図る公共・公益・交流

地区は、周辺の住環境に配慮しながら用途地域を適切に指定する。

２ その他の地域地区の活用方針

（１）特別用途地区

現況の土地利用を踏まえ、土地利用の増進や環境の保護などの特別の目的を実

現するため、用途地域を補完し、特定の建築物の用途等を制限又は緩和するこ

とが必要な地域について、積極的に活用を図る。

（２）高度地区

住環境の保護や良好な都市景観の形成を図るため、基本となる用途地域との整
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合に留意し、それぞれの市街地の特性に応じて下記のような高度地区を指定する。

・主として居住環境の保全を図る場合は、斜線制限型高度地区

・主として街並み景観の形成を図る場合は、絶対高さを定める高度地区

・居住環境の保全及び街並み景観の形成を図る場合は、斜線制限型高度地区の

斜線勾配を一定の高さに留め、建物の最高高さを制限する高度地区

土地の高度利用を図る観点から 400％以上の容積率が指定された区域について

は斜線制限型高度地区を指定しないものとする。ただし、路線式指定の区域にお

いて、特に住環境の保護を図る必要がある場合は指定することができる。

（３）高度利用地区

土地の合理的かつ健全な高度利用と都市機能の更新を図るため、市街地の特性

を踏まえ、適切な土地利用を誘導する。

なお、高度利用型地区計画を活用する場合には、適正な配置及び規模の公共施

設を備えた土地の区域について、土地の合理的かつ健全な高度利用と都市機能の

更新を図るため、制度の趣旨を踏まえ、「東京都高度利用地区指定方針及び指定

基準」に留意して、適切な土地利用を誘導する。

（４）防火地域及び準防火地域

防災上重要な地域を対象に原則として400％以上の容積率が指定された区域に

防火地域を指定する。特に、避難場所や避難道路の安全性を高めるため、都市防

災不燃化促進事業等の活用にあわせて防火地域を指定する。

また、都市計画で外壁の後退距離の限度や一定規模以上の敷地面積の最低限度

が定められた場合など、防災上の措置が講じられた区域を除き、50％を超える建

蔽率が指定された区域に準防火地域を指定する。また、延焼の防止を図る必要の

ある区域については、建蔽率40％の区域についても指定することができる。

（５）その他の地区

その他の地区の指定又は変更については、それぞれの法令等に基づくものとす

る。

３ 用途地域の変更及び決定にあたって留意すべき事項

（１）用途地域等の適時適切な見直し

既成市街地の機能更新等を効果的かつ円滑に進めるため、都市計画事業等の進

捗状況に応じ、適時適切に用途地域等を見直す。

市街地再開発事業等面的な都市計画事業を行う場合は、事業の都市計画決定と

あわせ用途地域等の変更を行う。

土地区画整理事業の施行区域にあっては、原則として仮換地指定以降に用途地

域等の変更を行うこととし、区域の一部仮換地指定がなされた場合は、誘導容積

型地区計画とあわせて、用途地域等の変更を行うものとする。

都市計画道路等の整備に伴う用途地域の変更は、供用開始の時期等を捉え、適

切に見直しを行うとともに誘導容積型地区計画を有効に活用していく。

用途地域等の見直しにあたって、既存不適格建築物に対する影響については、

十分配慮する。

（２）地区計画の原則化

用途地域等の変更にあたっては、都市機能の更新、都心居住の推進、住環境の

保全等地区の課題にきめ細かく対応し、地域の特性に応じた目指すべき市街地像

を実現するため、必要な事項を原則として地区計画に定める。

なお、容積率や建蔽率の低減や、地形地物による用途地域の変更など、市街地

環境に及ぼす影響が想定されない場合は地区計画を定めないことができる。

（３）区域の設定

① 区域の境界線等

第一種低層住居専用地域、第二種低層住居専用地域、第一種中高層住居専用

地域又は第二種中高層住居専用地域と、商業地域、工業地域又は工業専用地域

とは、原則として相互に接して指定しないものとする。

また、住居系用途地域と路線式商業系用途地域が隣接する場合など、隣接す

る用途地域相互の容積率の差が過大にならないよう配慮して設定するものと
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する。

用途地域等の区域の境界線は、道路、鉄道、河川その他の地形地物等、土地

の範囲を明示するために適当なものを境界線とする。ただし、幹線道路沿道な

ど地域の特性によりこれにより難い場合は、路線式指定とすることができるも

のとする。なお、地形地物等により難い揚合は、市街地再開発事業境界、行政

界などを境界線とすることができる。

② 標準面積及び路線式指定の区域

用途地域の最小標準面積は、「指定基準」に示された数値を原則とするが、

都市計画事業や、特別用途地区、地区計画等により計画的な市街地の整備を図

る区域、比較的規模の大きい供給処理施設等の公共施設の区域については、指

定基準の数値によらないことができる。

また、用途地域等を路線式指定とする場合、原則として、その区域の幅は道

路境界線より20ｍとする。

ただし、おおむね15ｍ以上の幅員を有する道路沿いの区域を路線式指定とす

る場合は、延焼遮断帯形成など土地利用の目標、地域の特性及び周辺の土地利

用を勘案し、その区域の幅は道路境界線より30ｍとすることができる。

（４）その他

① 東京都の用途地域等に関する指定方針及び指定基準との整合

本方針に基づく都市計画決定にあたっては、東京都の用途地域等に関する指

定方針及び指定基準との整合を図るものとする。

② 周辺市区との調整

狛江市と周辺市区とは、行政区域が異なっても市街地が連担し、都市計画区

域が一つであるなど都市計画としては一体のものであるので、都市計画として

の連続性等に配慮し、周辺市区との調整を行う。

③ 新たな防火規制区域の指定等

木造住宅密集地域等において、住環境を踏まえた地区計画の策定及び新たな

防火規制区域の指定に合わせて用途地域を変更し、不燃化建て替えを促進する

など防災性の向上を促進する。
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第３章 用途地域等に関する指定基準

１ 用途地域等に関する指定基準

（１）第一種低層住居専用地域

指定、配置及び規模等の基準

１．指定すべき区域

低層住宅に係る良好な住居の環境を保

護するため定める地域

（１）良好な低層住宅地として、その環

境を保護する区域

（２）土地区画整理事業その他の市街地

開発事業等により低層住宅地とし

て、面的な市街地整備を図る区域

２．建蔽率と容積率の組合せ

建蔽率と容積率の組合せは、指定標準

のとおりとする。ただし、これにより難

い区域は建蔽率 30％、容積率 50％とする。

３．外壁の後退距離

外壁の後退距離は、必要な区域につい

て 1.5ｍ又は１ｍに指定する。ただし、地

区計画により異なる数値を定めることが

できる。

４．敷地面積の最低限度

敷地面積の最低限度は、原則として指

定する。

５．高度地区

原則として、第一種高度地区に指定す

る。ただし、容積率 150％以上の区域又は、

防災環境形成エリア内おいて地区計画等

を策定する区域については、第二種高度

地区に指定することができる。

６．防火地域及び準防火地域

建蔽率 50％以上の区域は準防火地域に指

定する。ただし、公共施設の整備された区

域で延焼のおそれの低い区域については、

この限りでない。

また、延焼の防止を図る必要のある区域

については、建蔽率 40％の区域についても

指定することができる。

７．建築物の高さの最高限度

建築物の高さの最高限度は、10ｍ又は 12

ｍに指定する。

８．規模

おおむね５ha 以上とし、形状は整形とす

る。ただし、第二種低層住居専用地域と隣

接する区域又は地区計画等による区域は、

この限りでない。

また、建蔽率と容積率の組合せの適用区

域の選定はおおむね１ha以上とする。

９．用途地域又は地区計画等で定める事項

用途地域の変更を行う場合は、良好な住

環境を維持するため、原則として敷地面積

の最低限度を定めることとする。

また、区域の道路等公共施設の整備水準

に応じて、壁面の位置、容積率の最高限度

などに関する事項を定める。特に低層住宅

地の環境に配慮が必要な場合は、環境形成

型地区計画を定めることとする。
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（注１） 日影による中高層建築物の高さの制限については、「東京都日影による中高

層建築物の高さの制限に関する条例」に基づくものとする(商業地域、工業
地域及び工業専用地域を除く。以降同様)。

（注２） 用途地域の変更にあたり、指定標準の内容に応じて原則として用途地域又は

地区計画等で導入を検討すべき事項及びその凡例

敷：敷地面積の最低限度 壁：壁面の位置又は外壁の後退距離

容：容積率の最高限度 環：環境形成型地区計画

指定標準

適 用 区 域
建蔽率

％

容積率

％

建築物の高さの最高限度

ｍ

用途地域の変更に

あたり導入を検討

すべき事項(注２)

１．環境良好な一般的な低層住宅

地として将来ともその環境を

保護すべき区域

４０

５０

８０ １０ 敷

１００

２．農地等が多く、道路等の都市

基盤が未整備な区域及び良好

な樹林地等の保全を図る区域

３０

４０

６０ １０

３．地区計画、耕地整理事業等に

より道路等がある程度整備さ

れている区域で、区画道路率が

おおむね 16％未満の区域

４０ ８０ １０

４．地区計画、耕地整理事業等に

より道路等がある程度整備さ

れている区域で、区画道路率が

おおむね 16％以上の区域

４０

５０

６０

８０ １０

１００ 敷

１５０ １０

１２

環

５．上記３.の区域にあって、用

途地域又は地区計画等におい

て、敷地規模及び壁面の位置、

敷地内の道路沿いの壁面後退

部分の緑化に関する事項など

住宅地の環境の向上に寄与す

る事項が定められた区域

５０

６０

１００ １０ 敷・壁

１５０ １０

１２

環・容

６．土地区画整理事業の完了した

区域若しくは仮換地指定(仮換

地未指定の区域を含めて誘導

容積型地区計画をかける場合

は、当該区域を含む。)が行わ

れた区域又は道路等の公共施

設が整備された区域

５０

６０

１００ １０ 敷

１５０ １０

１２

敷・壁
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（２）第二種低層住居専用地域

指定、配置及び規模等の基準

１．指定すべき区域

主として低層住宅に係る良好な住居の

環境を保護するために定める地域

（１）良好な低層住宅地の環境を保護しつ

つ、日用品販売店舗等の利便施設等が

立地している区域又は計画的に立地を

図る区域

（２）主要な生活道路沿いの区域で、良好

な低層住宅地の環境を保護する区域

２．建蔽率と容積率の組合せ

建蔽率と容積率の組合せは、指定標準

のとおりとする。

３．外壁の後退距離

外壁の後退距離は、必要な区域につい

て 1.5ｍ又は１ｍに指定する。ただし、地

区計画により異なる数値を定めることが

できる。

４．敷地面積の最低限度

敷地面積の最低限度は、必要な区域に

ついて積極的に指定する。

５．高度地区

原則として、第一種高度地区に指定す

る。ただし、容積率 150％以上の区域又は

防災環境形成エリア内において地区計画

等を策定する区域については、第二種高

度地区に指定することができる。

６．防火地域及び準防火地域

建蔽率 50％以上の区域は準防火地域に指

定する。ただし、公共施設の整備された区

域で延焼のおそれの低い区域については、

この限りでない。

また、延焼の防止を図る必要のある区域

については、建蔽率 40％の区域についても

指定することができる。

７．建築物の高さの最高限度

建築物の高さの最高限度は、10ｍ又は 12

ｍに指定する。

８．規模

おおむね１ha 以上とし、形状は整形とす

る。ただし、第一種低層住居専用地域と隣

接する区域又は路線式指定とする区域は、

この限りでない。

９．用途地域又は地区計画等で定める事項

用途地域の変更を行う場合は、良好な住

環境を維持するため、原則として敷地面積

の最低限度を定めることとする。

また、区域の道路等公共施設の整備水準

に応じて、壁面の位置、容積率の最高限度

などに関する事項を定める。特に低層住宅

地の環境に配慮が必要な場合は、環境形成

型地区計画を定めることとする。



10

（注） 用途地域の変更にあたり、指定標準の内容に応じて原則として用途地域又は地

区計画等で導入を検討すべき事項及びその凡例

敷：敷地面積の最低限度 壁：壁面の位置又は外壁の後退距離

環：環境形成型地区計画

指定標準

適 用 区 域
建蔽率

％

容積率

％

建築物の高さの最高限度

ｍ

用途地域の変更に

あたり導入を検討

すべき事項(注)

１．環境良好な低層住宅地で、小

規模な店舗等が立地している

区域又は計画的な立地を図る

区域で、その環境を保護する区

域

４０

５０

８０

１００

１０

敷

２．環境良好な低層住宅地の主要

な生活道路沿いで、小規模な店

舗等が立地している区域又は

計画的な立地を図る区域で、そ

の環境を保護する区域

４０

５０

８０

１００

１０

敷

３．土地区画整理事業の完了した

区域若しくは仮換地指定（仮換

地未指定の区域を含めて離導

容積型地区計画をかける場合

は、当該区域を含む。)が行わ
れた区域又は道路等の公共施

設が整備された区域であって、

小規模な店舗等が立地してい

る区域又は計画的な立地を図

る区域で、その環境を保護する

区域

５０

６０

１００ １０ 敷

１５０ １０

１２

敷・壁

環
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（３）第一種中高層住居専用地域

指定、配置及び規模等の基準

１．指定すべき区域

中高層住宅に係る良好な住居の環境を

保護するため定める地域

（１）良好な中高層住宅地として、その環

境を保護する区域

（２）土地区画整理事業その他の市街地開

発事業等により道路、下水道、公園等

が整備された区域で、住環境の保護を

図りつつ住宅を中高層化する区域

２．容積率

原則として 200％以下とする。ただし、

特に高度利用を図ることが必要な区域は

300％とする。

３．建蔽率と容積率の組合せ

建蔽率と容積率の組合せは、指定標準

のとおりとする。

４．敷地面積の最低限度

敷地面積の最低限度は、必要な区域に

ついて積極的に指定する。

５．高度地区

（１）原則として、容積率 200％以下の区域

は第二種高度地区に指定し、容積率

300％の区域は第三種高度地区に指定

する。ただし、容積率 150％以下の区域

は第一種高度地区に指定することがで

きる。

（２）原則として、良好な街並み景観の形

成を図りつつ、居住環境を保全すべき

容積率 200％以下の区域は、絶対高さ制

限を定めた高度地区を指定する。

６．防火地域及び準防火地域

原則として、準防火地域に指定する。

ただし、容積率 200％以上の区域で市街地

の安全性の向上を図る区域は、防火地域

に指定することができる。

７．規模

おおむね３ha 以上とし、形状は整形とす

る。ただし、第二種中高層住居専用地域と隣

接する区域又は路線式指定とする区域は、こ

の限りでない。

また、建蔽率と容積率の組合せの適用区域

の選定はおおむね１ha 以上とする。

８．用途地域又は地区計画等で定める事項

用途地域の変更を行う場合は、良好な中高

層住宅地としてその環境の整備を図るため、

原則として敷地面積の最低限度、壁面の位置

などに関する事項を定めるとともに、地区の

環境の向上に配慮して壁面後退部分の緑化な

どに関する事項を定めることとする。
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（注） 用途地域の変更にあたり、指定標準の内容に応じて原則として用途地域又は地

区計画等で導入を検討すべき事項及びその凡例

敷：敷地面積の最低限度 壁：壁面の位置又は外壁の後退距離

指定標準

適 用 区 域
建蔽率

％

容積率

％

用途地域の変更に

あたり導入を検討

すべき事項(注)

１．良好な中高層住宅地として、その環境を保護す

る区域又は開発、整備する区域

４０

５０

６０

１００

１５０

２００

敷

２．マスタープランの中心拠点及び地域交流拠点周

辺の区域で、良好な中高層住宅地化を図るべき区

域

５０

６０

２００

３００

敷、壁

３．学校、図書館、その他の教育施設、病院等の立

地を図る区域

３０

４０

５０

６０

１００

１５０

２００

４．上記３．の区域で、計画的に高度利用を図る区

域

５０

６０

３００

５．第一種低層住居専用地域又は第二種低層住居専

用地域を貫通する主要な道路沿いで、特に後背地

の良好な環境を保護する区域

５０

６０

１５０

２００

敷
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（４）第二種中高層住居専用地域

指定、配置及び規模等の基準

１．指定すべき区域

主として中高層住宅に係る良好な住居

の環境を保護するため定める地域

（１）中規模な店舗等の立地を許容しつつ

良好な中高層住宅地の環境を保護する

区域

（２）土地区画整理事業その他の市街地開

発事業等により道路、下水道、公園等

が整備された区域で、住環境の保護を

図りつつ住宅を中高層化する区域

（３）第一種中高層住居専用地域等を貫通

する主要な道路沿いで、特に後背地の

良好な住環境を保護すべき区域

２．容積率

原則として 200％以下とする。ただし、

特に高度利用を図ることが必要な区域は

300％とする。

３．建蔽率と容積率の組合せ

建蔽率と容積率の組合せは、指定標準

のとおりとする。

４．敷地面積の最低限度

敷地面積の最低限度は、必要な区域に

ついて積極的に指定する。

５．高度地区

（１）原則として、容積率 200％以下の区域

は第二種高度地区に指定し、容積率

300％の区域は第三種高度地区に指定

する。ただし、容積率 150％以下の区域

は第一種高度地区に指定することがで

きる。

（２）原則として、良好な街並み景観の形

成を図りつつ、居住環境を保全すべき

容積率 200％以下の区域は、絶対高さ制

限を定めた高度地区を指定する。

６．防火地域及び準防火地域

原則として、準防火地域に指定する。

ただし、容積率 200％以上の区域で市街地

の安全性の向上を図る区域は、防火地域

に指定することができる。

７．規模

おおむね３ha 以上とし、形状は整形とす

る。ただし、第一種中高層住居専用地域と隣

接する区域又は路線式指定とする区域は、こ

の限りでない。また、建蔽率と容積率の組合

せの適用区域の選定はおおむね１ha 以上と

する。

８．用途地域又は地区計画等で定める事項

用途地域の変更を行う場合は、良好な中高

層住宅地としてその環境の整備を図るため、

原則として敷地面積の最低限度、壁面の位置

などに関する事項を定めるとともに、地区の

環境の向上に配慮して壁面後退部分の緑化な

どに関する事項を定めることとする。
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（注） 用途地域の変更にあたり、指定標準の内容に応じて原則として用途地域又は地

区計画等で導入を検討すべき事項及びその凡例

敷：敷地面積の最低限度 壁：壁面の位置又は外壁の後退距離

指定標準

適 用 区 域
建蔽率

％

容積率

％

用途地域の変更に

あたり導入を検討

すべき事項(注)

１．第一種中高層住居専用地域等を貫通する主要な

道路沿いで、特に後背地の良好な住環境を保護す

べき区域

４０

５０

６０

１００

１５０

２００

敷

２．中高層住宅地として開発、整備する区域又はす

でに中高層住宅地として整備されている区域で、

住民の日常生活の利便から中規模な店舗等の立

地を図る区域

３．マスタープランの中心拠点及び地域交流拠点の

周辺の区域であって、良好な中高層住宅地化を図

る区域で、住民の日常生活の利便から中規模な店

舗等の立地を図る区域

５０

６０

２００

３００

敷・壁
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（５）第一種住居地域

指定、配置及び規模等の基準

１．指定すべき区域

住居の環境を保護するため定める地域

（１）商業地又は工業地に接する区域で、

用途が混在しているが、住環境を保護

する区域

（２）住居専用地域を貫通する幹線道路沿

いの区域で、住環境を保護する区域

２．容積率

原則として 200％以下とし、高度利用を

図る区域は 300％とする。

３．建蔽率

原則として 60％とする。ただし、防火

地域又は新たな防火規制区域は 80％、そ

の他地域の特性に応じて 50％とすること

ができる。

４.建蔽率と容積率の組合せ

建蔽率と容積率の組合せは、指定標準

のとおりとする。

５．敷地面積の最低限度

敷地面積の最低限度は、必要な区域に

ついて積極的に指定する。

６．高度地区

（１）原則として、容積率 200％以下の区域

は第二種高度地区に指定し、容積率

300％の区域は第三種高度地区に指定

する。ただし、容積率 150％以下の区域

は第一種高度地区に指定することがで

きる。

（２）原則として、良好な街並み景観の形

成を図りつつ、居住環境を保全すべき

容積率 200％以下の区域は、絶対高さ制

限を定めた高度地区を指定する。

７．防火地域及び準防火地域

原則として、準防火地域に指定する。

ただし、容積率 200％以上の区域で市街地

の安全性の向上を図る区域は、防火地域

に指定することができる。

８．規模

おおむね３ha 以上とし、形状は整形とす

る。ただし、道路沿いに路線式指定とする区

域は、この限りでない。

また、建蔽率と容積率の組合せの適用区域

の選定はおおむね１ha 以上とする。

９．用途地域又は地区計画等で定める事項

用途地域の変更を行う場合は、目標とする

市街地像を実現するため、原則として用途、

敷地面積の最低限度、壁面の位置などに関す

る事項や、地区の環境の向上に配慮して壁面

後退部分の緑化などに関する事項を定めるこ

ととする。
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(注) 用途地域の変更にあたり、指定標準の内容に応じて原則として用途地域又は地区

計画等で導入を検討すべき事項及びその凡例

敷：敷地面積の最低限度 用：建築物等の用途制限

指定標準

適 用 区 域
建蔽率

％

容積率

％

用途地域の変更に

あたり導入を検討

すべき事項(注)

１．商業地又は工業地に接する区域又は住居専用地

域を貫通する幹線道路沿いの区域で、住環境を保

護する区域

５０

６０

１００

１５０

２００

用・敷

２．住居専用地域を貫通するおおむね 12ｍ以上の

幅員の道路沿いの区域で、住環境を保護する区域

又はマスタープランの中心拠点及び地域交流拠

点周辺等の高度利用を図る区域

５０

６０

８０

２００

３００
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（６）第二種住居地域

指定、配置及び規模等の基準

１．指定すべき区域

主として住居の環境を保護するため定

める地域

（１）大規模な店舗、事務所等が混在して

いる住宅地で、住環境を保護する区域

（２）第一種住居地域を貫通する幹線道路

沿いの区域で、住環境を保護する区域

２．容積率

原則として 200％以下とし、高度利用を

図る区域は 300％とする。

３．建蔽率

原則として 60％とする。ただし、防火

地域又は新たな防火規制区域は 80％、そ

の他地域の特性に応じて 50％とすること

ができる。

４.建蔽率と容積率の組合せ

建蔽率と容積率の組合せは、指定標準

のとおりとする。

５．敷地面積の最低限度

敷地面積の最低限度は、必要な区域に

ついて積極的に指定する。

６．高度地区

（１）原則として、容積率 200％以下の区域は

第二種高度地区に指定し、容積率 300％の

区域は第三種高度地区に指定する。

ただし、容積率 150％以下の区域は第一種

高度地区に指定することができる。

（２）原則として、良好な街並み景観の形成を

図りつつ、居住環境を保全すべき容積率

200％以下の区域は、絶対高さ制限を定めた

高度地区を指定する。

７．防火地域及び準防火地域

原則として、準防火地域に指定する。ただ

し、容積率 200％以上の区域で市街地の安全

性の向上を図る区域は、防火地域に指定する

ことができる。

８．規模

おおむね３ha 以上とし、形状は整形とす

る。ただし、道路沿いに路線式指定とする区

域は、この限りでない。

また、建蔽率と容積率の組合せの適用区域

の選定はおおむね１ha 以上とする。

９．用途地域又は地区計画等で定める事項

用途地域の変更を行う場合は、目標とする

市街地像を実現するため、原則として用途、

敷地面積の最低限度、壁面の位置などに関す

る事項や、地区の環境の向上に配慮して壁面

後退部分の緑化などに関する事項を定めるこ

ととする。
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(注) 用途地域の変更にあたり、指定標準の内容に応じて原則として用途地域又は地区

計画等で導入を検討すべき事項及びその凡例

敷：敷地面積の最低限度 用：建築物等の用途制限

指定標準

適 用 区 域
建蔽率

％

容積率

％

用途地域の変更に

あたり導入を検討

すべき事項(注)

１．大規模な店舗、事務所等が混在している住宅地

又は第一種住居地域を貫通する幹線道路沿いの

区域で、住環境を保護する区域

５０

６０

１００

１５０

２００

用・敷

２．第一種住居地域を貫通するおおむね12ｍ以上の

幅員の道路沿いの区域で、住環境を保護する区域

又はマスタープランの中心拠点及び地域交流拠

点周辺等の高度利用を図る区域

５０

６０

８０

２００

３００



19

（７）準住居地域

指定、配置及び規模等の基準

１．指定すべき区域

道路の沿道としての地域の特性にふさ

わしい業務の利便の増進を図りつつ、これ

と調和した住居の環境を保護するため定

める地域であって、住宅地を貫通する幹線

道路等の沿道のうち、自動車関連施設等が

立地している区域又は計画的に立地を図

る区域で、住環境を保護する区域

２．容積率

原則として 200％以下とし、高度利用を

図る区域は 300％とする。

３．建蔽率

原則として 60％とする。ただし、防火

地域又は新たな防火規制区域は 80％、そ

の他地域の特性に応じて 50％とすること

ができる。

４.建蔽率と容積率の組合せ

建蔽率と容積率の組合せは、指定標準

のとおりとする。

５．敷地面積の最低限度

敷地面積の最低限度は、必要な区域に

ついて積極的に指定する。

６．高度地区

（１）原則として、容積率 200％以下の区域は

第二種高度地区に指定し、容積率 300％の

区域は第三種高度地区に指定する。

（２）原則として、良好な街並み景観の形成を

図りつつ、居住環境を保全すべき容積率

200％以下の区域は、絶対高さ制限を定めた

高度地区を指定する。

７．防火地域及び準防火地域

原則として、準防火地域に指定する。ただ

し、容積率 200％以上の区域で市街地の安全

性の向上を図る区域は、防火地域に指定する

ことができる。

８．規模

おおむね１ha 以上とする。

９．用途地域又は地区計画等で定める事項

用途地域の変更を行う場合は、目標とする

市街地像を実現するため、原則として用途、

敷地面積の最低限度、壁面の位置などに関す

る事項や、地区の環境の向上に配慮して壁面

後退部分の緑化などに関する事項を定めるこ

ととする。
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(注) 用途地域の変更にあたり、指定標準の内容に応じて原則として用途地域又は地区

計画等で導入を検討すべき事項及びその凡例

敷：敷地面積の最低限度 用：建築物等の用途制限

指定標準

適 用 区 域
建蔽率

％

容積率

％

用途地域の変更に

あたり導入を検討

すべき事項(注)

１．住宅地を貫通する幹線道路等の沿道のうち、自

動車関連施設等が立地している区域又は計画的

に立地を図る区域で、住環境を保護する区域

５０

６０

８０

１００

１５０

２００

用・敷

２．住宅地を貫通するおおむね12ｍ以上の幅員の道

路沿いの区域において自動車関連施設等が立地

している区域又は計画的な立地を図る区域であ

って、住居の環境の保護を図る必要がある区域

５０

６０

８０

２００

３００

用・敷
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（８）田園住居地域

指定、配置及び規模等の基準

１．指定すべき区域

農業の利便の増進を図りつつ、これと調

和した低層住宅に係る良好な住居の環境

を保護するために定める地域

（１）低層住居と農地が混在し、両者の調

和により良好な居住環境と営農環境の

形成を図る区域

（２）土地区画整理事業等により、道路な

どの公共施設が整備されている区域等

で、居住環境と営農環境の形成を図る

区域

２.建蔽率と容積率の組合せ

建蔽率と容積率の組合せは、指定標準の

とおりとする。

３．外壁の後退距離

外壁の後退距離は、必要な区域につい

て 1.5ｍ又は１ｍに指定する。ただし、地

区計画により異なる数値をさ定めること

ができる。

４．敷地面積の最低限度

敷地面積の最低限度は、必要な区域につ

いて積極的に指定する。

５．高度地区

原則として、第一種高度地区に指定す

る。ただし、容積率 150％以上の区域につ

いては第二種高度地区に指定することが

できる。

６．防火地域及び準防火地域

建蔽率 50％以上の区域は、準防火地域に指

定する。ただし、公共施設の整備された区域

や農地が混在し延焼のおそれの低い区域につ

いては、この限りでない。

また、延焼の防止を図る必要のある区域に

ついては、建蔽率 40％の区域についても指定

することができる。

７．建築物の高さの最高限度

建築物の高さの最高限度は、10ｍ又は 12ｍ

に指定する。

８．規模

おおむね１ha 以上とし、形状は整形とす

る。ただし、低層住居専用地域と隣接し、指

定する区域の農地が良好な住環境の形成に寄

与する場合は、この限りでない。

９．用途地域又は地区計画等で定める事項

用途地域の変更を行う場合は、良好な住環

境と営農環境を維持するため、必要に応じて

敷地面積の最低限度、壁面の位置などに関す

る事項を定めることとする。

特に低層住宅地の環境に配慮が必要な場合

は、必要に応じて環境形成型地区計画を定め

ることとする。
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（注） 用途地域の変更にあたり、指定標準の内容に応じて原則として用途地域又は地

区計画等で導入を検討すべき事項及びその凡例

敷：敷地面積の最低限度 壁：壁面の位置又は外壁の後退距離

環：環境形成型地区計画

指定標準

適 用 区 域
建蔽率

％

容積率

％

建築物の高さ

の最高限度

ｍ

用途地域の変更に

あたり導入を検討

すべき事項(注)

１．環境良好な一般的な低層住宅と農

地が混在し、両者が調和して良好な

居住環境と営農環境を形成している

区域

４０

５０

８０ １０

１００ 敷

２．農地等が多く、道路等の都市基盤

が未整備な区域

３０

４０

６０ １０

３．地区計画、耕地整理事業等により

道路等がある程度整備されている区

域又は用途地域や地区計画等におい

て、敷地規模や壁面の位置など、居

住環境と営農環境の向上に寄与する

事項が定められた区域

５０

６０

１００ １０ 敷・壁

１５０ １０

１２

環

４．土地区画整理事業の完了した区域

若しくは仮換地指定（仮換地未指定

の区域を含めて誘導容積型地区計画

をかける場合は、当該区域を含む。）

が行われた区域又は道路等の公共施

設が整備された区域

５０

６０

１００ １０ 敷

１５０ １０ 敷・壁

２００ １２ 環
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（９）近隣商業地域

指定、配置及び規模等の基準

１．指定すべき区域

近隣の住宅地の住民に対する日用品の

供給を行うことを主たる内容とする商業

その他業務の利便を増進するため定める

地域

（１）マスタープランの中心拠点及び地域

交流拠点

（２）日常購買品を扱う店舗を主体とした

区域

（３）乗降人員の少ない鉄道駅周辺の区域

（２）又は（３）について指定する場合

の基準は、店舗又は事務所等の数がおお

むね30以上集中している区域で、区域内

の店舗若しくは事務所等の建築物の棟

数又は床面積の合計が、おおむね全体の

70％を超える区域とする

（４）幹線道路沿いで、沿道にふさわしい

業務施設等が立地している区域又は計

画的に立地を図る区域

２．容積率

（１）原則として 300％とする。

（２）マスタープランの中心拠点、地域交

流拠点、鉄道駅周辺又は幹線道路沿い

の区域で、高度利用を図る区域は400％

を指定することができる。

（３）第一種低層住居専用地域又は第二種

低層住居専用地域に囲まれた区域は原

則として 200％以下とする。

３．建蔽率

原則として 80％とする。ただし、その

他地域の特性に応じては 60％とすること

ができる。

４.建蔽率と容積率の組合せ

建蔽率と容積率の組合せは、指定標準の

とおりとする。

５．敷地面積の最低限度

敷地面積の最低限度は、必要な区域について

積極的に指定する。

６．高度地区

（１）原則として、容積率 200％以下の区域は

第二種高度地区に指定し、容積率 300％の

区域は第三種高度地区に指定する。

（２）原則として、容積率 200％以下の良好な

住環境を保全すべき区域等は、絶対高さ制

限を定めた高度地区を指定する。ただし、

計画的に商業集積を図るべき区域について

は、この限りでない。

７．防火地域及び準防火地域

原則として、準防火地域に指定する。ただ

し、容積率 300％以下の区域で市街地の安全

性の向上を図る区域は、防火地域に指定する

ことができる。

８．規模

おおむね 0.5ha 以上とする。ただし、商業

地域に隣接する区域又は道路沿いに路線式指

定とする区域は、この限りでない。

９．用途地域又は地区計画等で定める事項

用途地域の変更を行う場合は、目標とする

市街地像を実現するため、原則として用途、

敷地面積の最低限度、壁面の位置などに関す

る事項や、地区の環境の向上に配慮して壁面

後退部分の緑化などに関する事項を定めるこ

ととする。
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(注) 用途地域の変更にあたり、指定標準の内容に応じて原則として用途地域又は地区

計画等で導入を検討すべき事項及びその凡例

敷：敷地面積の最低限度 壁：壁面の位置又は外壁の後退距離 用：建築物等の

用途制限

指定標準

適 用 区 域
建蔽率

％

容積率

％

集団、路線

式の別

用途地域の変更に

あたり導入を検討

すべき事項(注)

１．第一種低層住居専用地域又は第二

種低層住居専用地域に接する区域

６０

８０

１００

１５０

２００

３００

路線式 用・敷

２．上記１の区域以外の用途地域に接

する区域

６０

８０

３００ 路線式 用・敷

３．年間の乗車人員がおおむね 200 万

人以下の駅周辺の区域で、周辺の環

境を保護する区域又は商業地域の周

辺にあって、主として日常購買品等

を扱う店舗、事務所等の多く立地し

ている区域若しくはそれらの立地を

図る区域で、都市施設が未整備な区

域

６０

８０

２００

３００

集団 用・敷

４．年間の乗車人員がおおむね 200 万

人以下の駅周辺の区域で、周辺の環

境を保護する区域又は商業地域の周

辺にあって、主として日常購買品等

を扱う店舗、事務所等の多く立地し

ている区域若しくはそれらの立地を

図る区域で、都市施設が整備済みの

区域又は整備することが確実な区域

６０

８０

４００ 集団 用・敷・壁

５．マスタープランの中心拠点及び地

域交流拠点

６０

８０

２００

３００

集団 用・敷

４００ 用・敷・壁

６．おおむね 16ｍ以上の幹線道路沿い

の区域で、高度利用を図る区域

６０

８０

４００ 路線式 用・敷・壁
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（10）商業地域

指定、配置及び規模等の基準

１．指定すべき区域

主として商業その他の業務の利便を

増進するため定める区域

（１）マスタープランの中心拠点

（２）乗車人員の多い鉄道駅周辺の区域

（３）幹線道路沿いで、商業・業務施設

等が立地している区域又は立地を図

る区域

（４）近隣商業地域では許容されない商

業施設が多く立地している区域

２．容積率

（１）中心拠点は200％から500％とする。

（２）その他の商業地域は 200％から

400％とする。

（３）幹線道路沿いで住宅地に接する場

合は、後背地との容積率の差が過大

とならないよう配慮する(容積率の

差がおおむね 300％以内とする。)。

３．高度地区

（１）容積率 200％の区域は第二種高度

地区に、容積率 300％の区域は第三

種高度地区に指定することができ

る。容積率 400％以上の区域につい

ては、原則として斜線制限型高度地

区に指定しないものとする。
（２）原則として、容積率 200％以下の良

好な住環境を保全すべき区域等は、
絶対高さ制限を定めた高度地区を指
定する。ただし、計画的に商業集積
を図るべき区域については、この限
りでない。

４．防火地域及び準防火地域
容積率 400％以上の区域は防火地域

に指定する。その他の区域は、準防火
地域に指定する。ただし、容積率 300％
以下の区域で市街地の安全性の向上を
図る区域は、防火地域に指定すること
ができる。

５．規模
おおむね 0.5ha 以上とする。ただし、

近隣商業地域と接する区域及び路線式
指定とする区域は、この限りでない。

６．用途地域又は地区計画等で定める事項
用途地域の変更を行う場合は、目標とする

市街地像を実現するため、原則として用途、
敷地面積の最低限度、建築物の高さ、壁面の
位置などに関する事項や、地区の環境の向上
に配慮して壁面後退部分の緑化などに関する
事項を定めることとする。
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(注) 用途地域の変更にあたり、指定標準の内容に応じて原則として用途地域又は地区

計画等で導入を検討すべき事項及びその凡例

敷：敷地面積の最低限度 用：建築物等の用途制限

指定標準

適 用 区 域
容積率

％

都市施設

の整備

集団・路

線式の別

用途地域の変更に

あたり導入を検討

すべき事項(注)

１．近隣商業地域では許容されない商業施

設が多く立地している区域で高度利用を

図ることが不適当な区域又は道路幅員が

狭く高度利用を図ることができない区域

若しくは高度利用を図る必要がない区域

２００

３００

未完

完成

集団又

は、路

線式

用・敷

２．近隣商業地域では許容されない商業施

設が多く立地している区域で、高度利用

を図る区域

４００ ― 集団又

は、路

線式

用・敷

３．年間の乗車人員がおおむね 200 万人か

ら 1,000 万人程度の駅周辺区域、マスタ

ープランの中心拠点の商業・業務施設等

の立地を図る区域

２００

３００

４００

未完 集団 用・敷

５００ 完成
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（11）準工業地域

指定、配置及び規模等の基準

１．指定すべき区域

主として、環境の悪化をもたらすおそれ

のない工業の利便を増進するために定め

る地域

（１）工場と住宅が混在しており、住工の

調和を図りながら都市型工業や地場産

業などの育成を図るべき区域又は住環

境の保護を図りつつ工業の立地を図る

区域

（２）流通関連施設などの立地を誘導する

区域

（３）水道、下水道、ごみ焼却場等の供給

処理施設の立地する区域又は電車操車

場等の区域

（４）店舗、事務所、流通関連施設等の業

務系施設又は自動車修理工場等沿道サ

ービス施設等の立地する区域

２．容積率

（１）原則として 200％とする。ただし、都

市施設の整備状況又は土地利用状況に

応じ高度利用を図る区域は、300％又は

400％とすることができる。

（２）特に高度利用を必要としない区域は、

150％以下とする。

３．建蔽率

原則として 60％とする。ただし、防火

地域又は新たな防火規制区域は 80％、そ

の他地域の特性に応じて 50％とすること

ができる。

４．建蔽率と容積率の組合せ

建蔽率と容積率の組合せは、指定標準

のとおりとする。

５．敷地面積の最低限度

敷地面積の最低限度は、必要な区域に

ついて積極的に指定する。

６．高度地区

（１）原則として、容積率 200％以下の区域は

第二種高度地区に、容積率 300％の区域は

第三種高度地区に指定する。その他の区

域については、原則として指定しないも

のとする。ただし、容積率 150％以下の区

域は第一種高度地区に指定することがで

きる。

（２）原則として、良好な街並み景観の形成

を図りつつ、居住環境を保全すべき容積

率 200％以下の区域は、絶対高さ制限を定

めた高度地区を指定する。

７．防火地域及び準防火地域

準防火地域に指定する。ただし、400％以

上の区域は防火地域に指定する。また、容

積率 300％以下の区域で、市街地の安全性の

向上を図る区域は、防火地域に指定するこ

とができる。

８．規模

おおむね５ha以上とし、形状は整形とす

る。

ただし、供給処理施設等が立地している

区域、工業地域と隣接する区域又は道路沿

いに路線式指定する区域は、この限りでな

い。

９．用途地域又は地区計画等で定める事項

用途地域の変更を行う場合は、工場と住

宅との調和する市街地像を実現するため、

原則として用途、敷地面積の最低限度、壁

面の位置などに関する事項や、地区の環境

の向上に配慮して壁面後退部分の緑化など

に関する事項を定めることとする。
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(注) 用途地域の変更にあたり、指定標準の内容に応じて原則として用途地域又は地区

計画等で導入を検討すべき事項及びその凡例

敷：敷地面積の最低限度 壁：壁面の位置又は外壁の後退距離 用：建築物等の

用途制限

指定標準

適 用 区 域
建蔽率

％

容積率

％

用途地域の変更に

あたり導入を検討

すべき事項(注)

１．住宅と調和した複合市街地を目指す区域又は供

給処理施設若しくは車両操車場等の立地する区

域

５０

６０

１００

１５０

２００

用・敷

２．上記１．の区域で、高度利用を図る区域 ５０

６０

３００ 用・敷

３．工業系の施設があり、店舗、事務所、流通関連

施設等又は沿道サービス施設等が立地している

区域で、高度利用を図る区域

５０

６０

８０

３００ 用・敷

４００ 用・敷・壁

４．鉄道沿線、幹線道路沿道、飛行場周辺等で、騒

音等が著しい区域又は著しくなると予想される

区域で、特に後背地の良好な住環境を保護するこ

とが必要な区域

５０

６０

８０

２００

３００

用・敷

４００ 用・敷・壁
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（12）工業地域

指定、配置及び規模等の基準

１．指定すべき区域

主として工業の利便を増進するため定

める地域

（１）準工業地域では許容されない工場又

は危険物の貯蔵所・処理場の立地を図

るべき区域

（２）工業団地など産業機能を集積させ、

その機能の育成を図るべき区域

（３）住宅等の混在を排除することが困難

又は不適当な工業地で、産業機能の維

持を図るべき区域

２．容積率

原則として 200％とする。ただし、特に

高度利用を必要としない区域について

は 150％以下とする。

３．建蔽率

原則として 60％とする。ただし、その

他地域の特性に応じては 50％とするこ

とができる。

４．高度地区

原則として指定しないものとする。た

だし、地区内又はその周辺の環境に配

慮が必要な場合、指定することができ

る。

５．防火地域及び準防火地域

原則として準防火地域に指定する。

６．おおむね５ha 以上とする。
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（13）工業専用地域

指定、配置及び規模等の基準

１．指定すべき区域

工業の利便を増進するため定める地域

（１）工業の集積が多く、その機能の育成

を図り、住宅の立地を防止する区域

（２）計画的に開発する工業団地の区域

２．容積率

原則として 200％とする。ただし、特に

高度利用を必要としない区域について

は 150％以下とする。

３．建蔽率

原則として 60％とする。ただし、容積

率 150％以下の区域は 50％とすること

ができる。

４．高度地区

指定しない。

５．防火地域及び準防火地域

原則として準防火地域に指定する。

６．おおむね５ha 以上とする。
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２ その他の地域地区の指定基準

（１）特別用途地区

特別用途地区については、土地利用の増進や環境の保護などの特別の目的を実

現するため、用途地域を補完し、特定の建築物の用途等を制限又は緩和すること

が必要な区域について、積極的に活用を図る。

用途地域との関係を十分に考慮したうえで、当該地区の特性にふさわしい土地

利用の増進、環境の保護等、実現を図るべき特別の目的を明確に設定して、適切

な位置及び規模で定めることとする。

① 特別工業地区

特定の工業の利便の増進を図る地区又はその利便の増進を図りつつ、これと調

和した住居等の環境の保護を図ることが必要な地区に指定する。

住居系用途地域においても、住環境を保護しつつ地場産業等の育成を図るべき

区域に、工業系用途を緩和する特別工業地区を指定することができる。

② 文教地区

住居系用途地域等において、学校、図書館等の教育文化施設の立地している区

域又は良好な文教的環境の保護を図る住宅地等に指定する。

（２）高度地区

① 原則として、低層住居専用地域は第一種高度地区に指定する。

② 原則として、容積率200％の区域は第二種高度地区とする。

③ 原則として、容積率300％の区域は第三種高度地区とする。

④ 原則として、良好な街並み景観の形成を図りつつ、居住環境を確保すべき容積

率200％以下の区域は、絶対高さ制限を定めた高度地区を指定する。

⑤ 幹線道路の沿道の区域については、周辺の住環境の保護や都市景観の形成など

地区特性に配慮しつつ、斜線制限型高度地区に指定しないことができる。

⑥ 避難地、避難路及び延焼遮断帯の形成を図るため、都市防災総合推進事業を実

施する区域については、最低限度高度地区に指定する。

（３）高度利用地区

高度利用地区は、「東京都高度利用地区指定基準」に準拠して指定する。

（４）防火地域及び準防火地域

① 原則として、建蔽率50％以上の区域は準防火地域に指定する。

また、延焼の防止を図ることが必要な区域については、建蔽率40％以上の区域

についても準防火地域に指定することができる。

② 容積率400％以上の区域は防火地域に指定する。

また、容積率200％以上の区域で市街地の安全性の向上を図る区域又は都市防

災不燃化促進事業を実施する区域については、防火地域に指定することができる。

（５）その他の地区

その他の地区の指定又は変更については、それぞれの法令等及び指定基準等に

基づくものとする。
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第３章 運用について

１ 法律等の改正が行われた場合や都市計画区域マスタープラン及び市マスタープラ

ン改定など、社会経済情勢の変化を踏まえ、政策誘導の視点からこの指定方針及び指

定基準の内容を再検討し、必要に応じて変更するものとする。

２ 土地利用に関するその他の都市計画の決定等にあたっても、この指定方針及び指定

基準を踏まえて行うものとする。

３ この指定方針及び指定基準は、市全域を対象として統一的な運用を図るものとする

が、特段の定めのない事項のほか、この指定方針及び指定基準により難い理由がある

ときは、別途協議することにより特別の運用ができるものとする。

４ この指定方針及び指定基準は、令和 年 月 日から施行する。


